
   姫路市低炭素建築物新築等計画の認定等に関する要綱 

 （目的） 

第１条 この要綱は、都市の低炭素化の促進に関する法律（平成２４年法律第８４号 

 。以下「法」という 。） 及び都市の低炭素化の促進に関する法律施行規則（平成２ 

 ４年国土交通省令第８６号。以下「規則」という 。） の規定により姫路市長（以下 

 「市長」という 。） が行う認定等に関して、必要な事項を定めることを目的とする 

 。 

 （用語の定義） 

第２条 この要綱における用語の定義は、法に定めのあるもののほか、次の各号に定 

 めるところによる。 

⑴ 認定基準 法第５４条第１項第１号から第３号までの基準をいう。 

⑵ 登録省エネ判定機関 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（平

成２７年法律第５３号）第１５条第１項に規定する登録建築物エネルギー消費

性能判定機関をいう。 

⑶ 登録住宅性能評価機関 住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１１年法

律第８１号。以下「品確法」という 。） 第５条第１項に規定する登録住宅性能

評価機関をいう。 

⑷ 指定確認検査機関 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第７７条の２１

第１項に規定する指定確認検査機関（登録住宅性能評価機関であるものに限る

。） をいう。 

⑸ 登録省エネ判定機関等 登録省エネ判定機関、登録住宅性能評価機関又は指定

確認検査機関をいう。 

 （登録省エネ判定機関等の技術的審査） 

第３条 法第５３条第１項の規定による認定の申請をしようとする者（以下「申請者 

 」という 。） は、当該申請を行う前に、低炭素建築物新築等計画が、法第５４条第 

 １項第１号の基準に適合していることについて、住宅のみの用途に供する建築物に 

 あっては登録省エネ判定機関又は登録住宅性能評価機関、住宅以外の用途に供する 

 建築物にあっては登録省エネ判定機関又は指定確認検査機関による技術的審査を受 



 けるものとする。 

２ 申請者は、前項の技術的審査を受けた登録省エネ判定機関等が発行する認定基準 

 に適合することを確認した旨を証する書面（以下「適合証等」という 。） を認定申

請書に添付するものとする。 

 （事前相談） 

第４条 申請者は、当該申請を円滑に行うため、その申請手続を行おうとする日の２ 

 １日以上前（法第５４条第２項の規定による申し出をしようとする者にあっては、 

 その申請手続を行おうとする日の３５日以上前）までに、市長に相談をすることが 

 できる。 

 （認定申請の時期） 

第５条 法第５３条第１項（法第５５条第２項において準用する場合を含む 。） の規 

 定による計画の認定申請は、当該計画にかかる建築物の新築等の着工前に行わなけ 

 ればならない。 

 （添付図書） 

第６条 規則第４１条第１項の規定に基づき市長が必要と認める図書は、次のとおり 

 とする。 

⑴ 第３条第１項の規定により登録省エネ判定機関等の技術的審査を受けた登録省

エネ判定機関等が交付する適合証（確認印が押印された添付図書を含む 。） 又

は認定対象建築物が一戸建ての住宅の場合において、日本住宅性能表示基準（

平成１３年国土交通省告示第１３４６号）別表１の断熱等性能等級５、６、７

及び一次エネルギー消費量等級６に適合している旨の品確法第６条第１項の規

定による設計住宅性能評価書の写し 

⑵ 登録住宅型式性能認定等機関が行う住宅型式性能認定（登録住宅型式性能認定

等機関が行うこれと同等の確認を含む。以下同じ 。） を受けた型式に適合する

住宅又は住宅型式性能認定を受けた型式に適合する住宅又はその部分を含む住

宅にあっては、当該登録住宅型式性能認定等機関が交付する住宅型式性能認定

書（登録住宅型式性能認定等機関が交付するこれと同等の確認書を含む。以下

同じ 。） の写し 



⑶ 住宅である認証型式住宅部分等又は住宅の部分である認証型式住宅部分等を含

む住宅にあっては、型式住宅部分等製造者認証書の写し 

⑷ その他市長が必要と認める図書 

２ 規則第４１条第３項の規定に基づき市長が不要と認める図書は、次のとおりとす 

 る。 

⑴ 前項第１号に定める図書を添付した場合にあっては、規則第４１条第１項の表

（ろ）項及び（は）項に掲げる図書 

⑵ 住宅型式性能認定書の写しを添付した場合にあっては、当該認定書において明

示することを要しない事項として指定されたものに係る図書 

⑶ 型式住宅部分等製造者認定書の写しを添付した場合にあっては、当該認定書に

おいて明示することを要しない事項として指定されたものに係る図書 

⑷ その他市長が不要と認める図書 

 （取りやめ等届） 

第７条 申請者は、当該申請を取り下げようとする場合は、取り下げ届（様式第１号 

 ）を市長に提出するものとする。 

２ 認定建築主は、法第５４条第１項の認定を受けた低炭素建築物新築等計画に基づ 

 く低炭素建築物の新築等を取りやめようとする場合は、遅滞なく、取りやめ届（様 

 式第２号）に規則第４３条の規定による認定通知書を添えて、市長に提出するもの 

 とする。 

 （認定等しない旨の通知） 

第８条 市長は、法第５３条第１項の規定による認定の申請が、次の各号のいずれか 

 に該当する場合は、認定しないものとし、その旨を不認定通知書により通知するも 

 のとする。 

⑴ 申請図書に不備があり、計画が認定基準に適合するかどうか不明のとき。 

⑵ 申請図書に明らかな虚偽があるとき。 

⑶ 計画が認定基準に適合していないとき。 

⑷ 法第５４条第６項において準用する建築基準法第１８条第１２項の規定による

適合しない旨の通知書の交付を受けたとき。 



 （報告の徴収） 

第９条 認定建築主は、市長がその必要を認めたときは、法第５４条第１項の認定を 

 受けた低炭素建築物新築等計画に基づく低炭素建築物の新築等の状況に関して、次 

 の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に掲げる書類を市長に提出しなければならな 

 い。 

⑴ 建築の工事が完了したとき 認定低炭素建築物新築等計画に基づく建築物の建

築工事が完了した旨の報告書（様式第３号）及び市長が必要と認める書類 

⑵ 認定を受けた建築物又は住戸を譲り渡したとき 認定低炭素建築物新築等計画

に基づく建築物（住戸）の名義を変更した旨の報告書（様式第４号）及び市長

が必要と認める書類 

⑶ 市長が特に報告の必要を認めたとき 低炭素建築物の新築等の状況に関する報

告書 

 （認定の取り消し） 

第１０条 法第５８条の規定による認定を取り消したときは、認定建築主に対し、そ 

 の旨を認定取消通知書により通知するものとする。 

 （その他） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、認定等に関し必要な事項は別に定めるもの 

 とする。 

   附 則 

 この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

 この要綱は、平成２６年１２月１日から施行する。 

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

 この要綱は、令和４年１０月１日から施行する。 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 


